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原子力発電に関する政府への信頼の規定因:

政治的集合効力感ど市民の関係性認知に着目した分析 1)
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資料

It is necessary for stakeholders to build trust in risk communication. However， misplaced trust may lead to nega-

tive incidents.τhe aim of the present study is to investigate the relationship between the trust in government with 

regard to nuclear power， political collective efficacy (PCE) and civic social relationship (which was measured as 

p巴rceivedingroup entitativity). Data used for this study were collected through a nationwide Internet social survey 

on energy and nuclear energy. Data collected from 2，503 participants were c1assified and compared on the basis of 

conditions around residential areas， sllch as nuclear power plant sitings， and type of area (conllrbation or provin-

cial areas)， and analyzed llsing strllctural eqllation modeling. Good日tindexes were shown for each residential 

area， and it was found that PCE a仔ectedthe trllst in government whereas perceived ingroup entitativity did not 

Furthermore， significant di仔erenceswere fOllnd between the correlation coefficients of PCE and perceived ingrollp 

entitativity 
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co汀lmlll1lCatlOn

問題

2011年 3月の東北地方太平洋沖地震に伴 う福島

第一原子力発電所の事故後，日本国内の原子力発電

所は順次停止され，全面廃止から運転再開までを含

む議論が続いている。原子力発電は潜在的に有する

危険性から，福島の事故以前から容易には社会的受

容に至らない科学技術であったが，現在ではその運
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用 ・廃止に関する方針や政策に何よりも市民の意思

を十分に反映させることが従来以上に求められてい

る。原子力発電の存廃が国民的議論の対象どなった

今日では政府ど市民との聞で，社会的受容の促進や

説得のための信頼ではなく，対等に合意形成を目指

す当事者としての信頼を伴うリスクコミュニケー

ションがより重視されるであろう。その反面，福島

の事故によって，政府への信頼がネガティブな結果

を増大させる要因にもなりうるという可能性が明ら

かになった。そこで，市民が政府への信頼を高める

要因としてどのようなものがあるかを知り，政府へ

の信頼が過剰または過小になる可能性を在[lmlJする取

り組みが必要になるであろう。また，国民的議論が

求められるどいう点では，政府ど市民どの閣の関係

性のあり方のみならず，市民同士の聞にもリスクに

関する情報，価値観，判断基準などを共有し互いに

認知するような関係性があるのかという問題もまた

重要になる。そこで本研究は「政府への信頼 21J ど

「市民同士の関係性についての認知」に着目し， リ

スクコミュニケーションの実践に寄与する知見を得

ることを目的どする。

政府への信頼と政治的集合効力感

リスクコミュニケーションの意義は当事者間での

「対話 ・共考 ・協働」の過程にある(例えば，土屋，

2011)。実際に，意思決定過程で、意見を述べる機会

があるという認知は政策の満足と政府への信頼に対

して重要な影響を与えるこどを示す知見 (Tyler，1987; 

Ulbig， 2008)がある。 こうした効果は，発言機会が

意思決定や結果に対するコントロール可能性どして

認知されることによるものと考えられる。また

Keele (2005)では，支持政党を通じての「政府に対

するコントロール感」に着目し，それが政権交代時

の政府への信頼を規定する有力な要因になることが

示されている。このようなコントローノレ感は， Ban 

dura (1997， p. 477)が 「ある達成水準のために求めら

れる行動を組織し実行するための共同的能力につい

ての集団で共有される信念」として定義した集合効

力感ど類似するものと考えられる。集合効力感は特

に政治的分野に適用される場合には政治的集合効力

感と呼ばれ，政治的態度や行動の形成にも重要な

役割jそ果たすことが見いだされている (Lee，2005; 

Reykowski， 1998)。原子力に関する政策は発電所の

立地地域や電力消費地域の地域社会全体に対してさ

まざまの重要な帰結をもたらすものであり，そうし

た事業の特徴からも，政策への影響力を市民が多く

の他者ど共有していると感じることは重要である。

政治的集合効力感は，先行研究から (Keele，2005; Ul-

big， 2008)，原子力政策に関する政府への信頼に対し

て正の影響力を与えるものと予測できる。

市民同士の関係性についての認知

Bandura (1997)によると， 一般的に地域コミュニ

ティレベlレの集合効力感は，市民同士が日常の種々

の活動や交流の積み重ねの中で問題意識や課題解決

の目標を共有することによって醸成されると想定さ

れる。すなわち政治的集合効力感の醸成において

も，市民同士の相互作用性や共有的感覚をもっ関係

性が重要な規定因になるであろう 。

市民同士の関係性がいかに認知されるかは，政治

的集合効力感への影響という観点のみならず， リス

クコミュニケーションの前提どしても重要になるこ

とが八木 (2010)によって示唆される。八木 (2010)

は数年にわたり原子力関連施設の立地地域で住民参

加のコ ンセンサス会議に取り組んできたなかで，住

民間士の信頼関係が損なわれる事態が原子力発電に

対する不安や不満の原因の lつになるど指摘してい

る。その背景には原子力発電所の立地によるメリッ

卜どデメリットが住民に均等に配分されるわけでは

ないという問題があり ，行政や事業者どの関係以上

に住民間士の相互理解や信頼の欠如が社会的合意形

成の監となると考えられる(例えば，宗圧し 2003;

土屋， 2008)。すなわち，原子力発電にもたらされ

る影響を住民全体が直視し，各個人の立場や態度が

どうあるかについての相互理解や， リス クに関する

情報や判断基準，問題意識などを共有することが リ

スクコミュニケーションの実践において重要になる

どし、える。

本研究では，以上のよ うな地域コミュニティにお

ける市民同士の関係性に対する認知を表象する概念

どして集団実体性を適用する。集団実体性どは，個

人の集合をまとまりのある 1つの実体どして存在し

21 信頼に関しては 「能力に対する信頼」ど 「意図に対する信頼」どに分類できるが (111岸，1998)，本研究で問題

とする政府への信頼は， I意図に対する信頼」や「政府に対する一般的信頼J(大洲，2005) に近似し，政府が
適正な政策や態度で原子力発電事業に悦わってくれるだろうという期待を意味する。
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ているとみなす認知を表す概念として Campbel

(1958)によって提起された。その構成要因としては

集団成員の均質性や類似性，相互作用性，共有感

覚，関わり合いの程度などが挙げられている (Cas-

tano， Yzerbyt， & Bourguignon， 2003; Hamilton， Sherman， 

& Castelli， 2002; Yzerbyt， Corneille， & Estrada， 2001)。

このような概念的定義から，地域コミュニティを l

つの内集団どみなし成員聞の関係性をいかに認知し

ているかの指標どして用いることができる。集団実

体性が成員に与える効果については Brewer，Hong， & 

Li (2004)が，集団実体性が高 く認知されることはそ

の集団が lつの行為主体 (agency)であるど認知され

ることを意味し，成員に集合効力感の向上をもたら

すと予測を述べている。 このような予測は，市民同

士の相互作用性や共有的関係性が集合効力!惑に結び

っくという Bandura(1997)の議論とも 一致する。

Brewer et al. (2004)はそのような効果について，さま

ざまの分野の行動や目標に適用できる一般的な効果

どして議論しているが理論的予測にとどまってお

り，その予測を本研究で実証的に検討する。

本研究の目的と現実問題への適用

以上の議論から，本研究では原子力政策に関する

政府への信頼，政治的集合効力感，市民同士の関係

性に対する認知の関連について， ①政治的集合効力

感は政府への信頼に対して正の影響力を与える， ②

市民同士の関係性についての共有感覚や社会的結び

つきの認知(内集団実体性認知)の強さは政治的集

合効力感ど正の関連性をもっ， という 2点の予測を

検証する。ここで政治的集合効力感ど市民同士の関

係性認知どの関連については一義的な因果関係を想

定することは難しく， 互いに高め合いまた抑制しあ

う関連を想定する。

さらに本研究では，原子力発電を題材どして政府

への信頼や市民同士の関係性に着目することから，

上記以外に考慮すべき要因がある。 まず，いわゆる

伝統的地域生活の存在と人口規模を含む地域格差が

挙け、られる。大都市圏ど非大都市圏どでは，相対的

に後者のほうが住民同士の結びつきや紐帯が濃密で

前者のほうが希薄といえる。同時に，それら両者の

問では国会議員一人当たりの人口のかい離どいう，

いわゆる 「ー禁の絡差」の問題がある。すなわち，

市民間土の関係性認知ど政治的集合効力感どの関連

が，大都市圏で、はともに弱L、条件での正の相関，非

大都市圏ではともに強い条件での正の相関とな る可

能性がある。原子力発電所の存在自体も 1つの要因

になるど考えられる。立地地域住民は原子力発電に

対する受容 ・拒否の態度の対立や，眼前にある発電

Ffrをどうすることもできないという 1m力感にさらさ

れる可能性もあり，大都市どの地域格差 ど原子力発

電所の立地 ・非立地が相乗効果を呈することも考え

られる。そこで都市規棟(大都市圏か非大都市圏

か)ならびに原子力発電所の有無による居住地域の

分類をした うえで，内集団実体性認知，政治的集合

効力感，政府への信頼の関連を検討し，また地域聞

の比較を行っていく 。

調 査

方法

実施の概要と回答者 本研究は 2008年 9月 25日

から 30日にインターネット調査で行われた 「エネ

ルギーに関する意識調査」 に組み込まれ，データ収

集がされた。 この調査は原子力発電や核燃料サイク

lレに対する意識についての質問を中心とするもので

あった。回答漏れが発生 しないように，ある回答画

面中の全項目に回答しなければ次の項目群に進めな

いように設計されていた。調査会社によって 16-59

歳の全国のモニターサンプノレ 6，320名に回答依頼が

され， 2，503名から回答が得られた(回答率 39.6%)。

その性・年齢層および地域別の回答者分布を Table

lに示す。調査モニターサンフ。ノレは，人口の都道府

県 ・性 ・年齢別構成比に基づくランダム抽出に部分

的に補正が加えられ，原子力発電所の立地市町村住

民の回答者が国勢調査における比率よりも多 く得ら

fLるようになっていた J)。

J) この調査データでは本研究の目的どは別に， 原子力発電所立地市1I1J村住民の回答者数を 200名以上にすると同

U~f に， 全体の回答者数を 2，000 名程度にする意向があった。 しかし国勢調査に基づく母集団分布に従って等 し
く抽出確率を迎用すると， 立l也市町村のサンフ。Jレが少なくなりすぎたり調査全体のサンフワレが多くなりすまた

りする。そこで，母集団分布に準拠した 2，235名 (う ち， 立地市町村 42名)の回答者に，立地市111]村のみを対

象どして上積みした協力依頼からの回答者 226名を加えて，調査全体で 2，503名，立地市|町村 268名の回答者数

どなった。上積み分の協力依頼も無作為抽出で、なされたが，結果どして立地市IIIJ村回答者の構成比は国勢調査

ど比べて 30歳代が多く 50歳代が少なかった。
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測定項目 市民の関係性認知 ・政治的集合効力

感・政府への信頼に関する項目はいずれも 5件法

(il そう思う Ji2 ややそう思う Ji3 どちらとも

いえないJi 4 あまりそう，思わないJi5 そう思わ

ないJ)で採点された。逆転項目以外は分析時に得

点が逆転された。市民の関係性認知については内集

団実体性認知を指標とするため， Castano， Sacci， & 

Gries (2003)や Denson，Lickel， Curtis， Stenstrom， & 

Ames (2006)を参考に，特に集団成員聞の結びつ き

の認知ど共有感覚の測定を重視し， i私たち地域住

民は運命共同体である」などの 3項目を作成 した(日

=.88)。

Table 1 回答者の属性分布

Age 

20代以下 30代 40代 50代

号

-n

大都市圏 男性 144 143 125 127 

女性 150 156 99 137 1，081 

~ I'大都市圏男性 78 76 78 81 

~I'立地県 女性 93 74 82 96 658 

立地県~ I' 男性 70 60 70 58 

立地市町村女性 78 57 51 77 521 

立地市IIIJ村 男性 27 52 40 18 

女性 21 47 29 9 243 

政治的集合効力感の項目では，日本版総合的社会

調査の政治的自己効力感の項目の lつ「自分のよう

なふつうの市民には，政府のすることに対して，そ

れを左右する力はない」という設問(大阪商業大学

jGSS研究センタ ー， 2008) の文頭を， i私たちのよ

うな一般市民には」という改変をするなどした 3項

目を設問した(日=.71)。政府への信頼は「原子力発

電に関して，政府は国民の立場を尊重 している」な

ど， i原子力発電に関 して」ど限定された質問文の

3項目で測定された(日=.91)。測定に使用されたこ

れらの項目の記述統計を Table2に示す 九

結 果

モデルの検討

政治的集合効力感，内集団実体性認知および政府

への信頼の関連を検討するために SPSSAmos 20を

用いて構造方程式モデリングによる分析を行った。

回答者を大都市圏(東京 ・神奈川 ・埼玉・千葉 ・愛

知・大阪・京都 ・兵庫，N= 1081)，非大都市圏非立

地県 (N=658)，立地道県居住者 (N=764)の 3{汀に区

分 し，3 itrに共通し て適合するモデノレを検討した。

まず政治的集合効力感 ・内集団実体性認知の聞に双

方向のパスを設定し，それら 2変数から政府への信

頼に対してのパスを設定した飽和モデJレの適合度を

Table 2 使用された項目の平均値と標準偏差

M SD 

2.81 1.08 

2.49 1.00 

2.60 1.02 

2.77 1.12 

2.71 1.13 

2.30 0.96 

2.40 0.88 

2.33 0.87 

2.35 0.93 

F'J集団実体性認知 (range:1-5) 

AI 私たち地域住民は運命共同休である

A2 私たち地域住民は価値観を共有している

A3 私たち地域住民は，互いに結びつ会あっている

政治的集合効力感 (range:1-5) 

BI 私たちの投票は，国政に影響を及ぼしている

B2 私たちのような一般市民には，政府のすることに対して，それを左右する力はない(逆転)

B3 私たちの意見は，国政に反映されている

政府への信頼 (range:1-5) 

CI 原子力発電に関して，政府は国民の立場を尊重している

C2 原子力発電に関して，政府は国民に対して誠実である

C3 原子力発電に関して，政府が公開する情報は信用できる

註:逆転後の得点を記載。

'1) 9項目について探索的因子分析(主因子法・フ。ロマックス回転 SPSSStatics 20による)を行った。 |玉|子11Jit:l:¥数
を lから 5の範囲で検討し，カイザ一基準ならびに固有値減衰状況(スクリーグラフ〕から 3因子約逃が最も

妥当と判断された。各因子を構成する項目と固有値は，第 l因子が CI，C2， C3で 3.63，第 2因子が Al，A2， A3で

2.07，第 3因子が Bl，B2， B3で1.28であった(項目番号はTable2に準じる)。負術量はいずれの項目も .56以上か

っ他の因子への負荷量が 29未満となり単純構造であった。因子間相関は，第 l因子ど第 2因子どで r=.50，第

l因子ど第 3因子どで r=.23，第 2因子ど第 3因子どで r=.24となった。
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算出した。その結果， 3 i作の適合度はいずれも許容

される程度であった(大都市|歪!:CFI = .979， RMSEA 

=.065，非大都市圏非立地 県 CFI=.975，RMSEA 

=.067，立地道県 CFI= .980， RMSEA = .065)。 しか

し，内集団実体性認知から政府への信頼に対しての

パスの係数が Wald検定により 有意とならなかっ た

ため削除した。 また政治的集合効力感を織成する

1項目(B2)のパス係数が 5以下ど なり ，かつ他の

2項目ど比べて低い値であったため (.2以上の差)

削除した。その結果得られたモデノレが Figure1であ

り， 31詐どもに良好な適合度が示された(大都市

医!:CFI=.992，貼1SEA二 045，非大都市 圏非立地

県 CFI= .993， RMSEA = .041，立地道県 CFI=.993，

貼1SEA=.042)。そのうえ AIC指標が改善されたこ

どからも(大都市圏 176.635→93.488，非大都市圏

非立地県 136.407→73.662，立地道県・ 142.235→

78.779)，これを最終モデルとして採用した。

多母集団同時分析

最終モデ/レの構造が 3I:作間で等しいのか相違が見

られるのか，多母集団同時分析によって検討した。

群間の等値拘束の段階については清水 (1996)を参

¥ 

考にし，すべての変数聞の係数を自由推定するモデ

ル(モデjレ1)，各国子ど観測l変数どの関係が 31打

開で同値どして拘束する「因子パタン不変性J(モ

デjレ2)，モデノレ 2にさらに観測変数ど因子の誤差

が同値どする「強因子的不変性J(モデノレ 3)，モデ

/レ3にさらに因子聞の関係性(パス係数)も同値ど

する「因子間関係不変性J(モデル 4) の4つのモ

デ)レを用いた。それらの迎合度は Table3のどおり

である。いずれも特段の問題はないとみなせるが，

AJC 指標によるとモデノレ 2が，その他のモデルより

も当てはまりが良いといえる。そこでモデノレ 2に従

い，因子パタンは立地条件による差異がないものと

して因子聞のパス係数の比較をした。内集団実体性

認知と政治的集合効力感どの双方向のパス係数にお

いて，大都市圏よりも立地道県のほ うが有意に高い

という結果が示された(検定統計量 z=2.43，

p<.05)。非大都市圏非立地県ど大都市圏，ならびに

立地道県のパス係数においてそのような有意差は認

められなかった。また政治的集合効力感から政府へ

の信頼に対するパス係数で、は群聞の有意差は認めら

れなかった。

61'''/.64''・/.62..・

田辺児二一
25 ""jア 』/89

77/ .80/ .80 

白 hョ
ー》 削除されたパス

大都市圏 CFI=.992，恥1SEA= .045， ;)!:大都市医l非立地県 CF1=.993， 

RMSEA=.041，立地道県 CFI= .993， RMSEA = .042 

*** p<.OO 1 

註:係数は左から順に大都市圏 ・非大都市圏;)!:立地県 ・立地道県を示す。

Figure 1 政府への信~iN・政治的集合効力感・内集団実休性認知の関連

Table 3 多母集団岡崎分析における拘束の段階ど迎合度

GFI AGFI CFI RMSEA AIC 

モデル 1 fIjリ約なし 987 973 993 .025 245.930 

モデル 2 因子パタン不変性 985 975 992 023 240.256 

モデjレ3 強因子的不変性 977 971 987 027 284.343 

モデ)レ4 因子間関係不変性 977 971 986 027 285.641 
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さらに因子得点の平均の比較を行った。すべての

観測変数に若手間での等値制約をかけ，自由推定した

因子得点の一対比較の結果は以下のとおりであっ

た。内集団実体性認知において，非大都市圏非立地

県が大都市圏(検定統計量 z=4.54，p<.OOl)，立

地道県(検定統計量 z=3.30，p<.OOI)よりも有意

に因子平均が高く，大都市圏ど立地道県どの聞に有

意差は認められなかった。政治的集合効力感，政府

への信頼についてはいずれの群聞にも認められな

かった(因子得点の推定結果は付録に記載)。

考 察

本研究では，政府への信頼に影響を与える要因 ど

して政治的集合効力感と市民同士の関係性に対する

認知の効果を構造方程式モデリングによって検討し

た。分析に際 して市民同士の関係性認知の指標とし

ては内集団実体性認知を用い，また回答者を居住地

域により群分けした。そのうえで，政府への信頼に

対して政治的集合効力感ならびに内集団実体性認知

からのパスと，政治的集合効力感ならびに内集団実

体性認知の聞の双方向のパスをもっモデノレの推定を

行った。その結果，居住地域の原子力発電所の有無

や都市規模(大都市圏か非大都市圏か)による相違

がなく共通した結果として，当初Jの想定に反して政

府への信頼に対する内集団実体性認知の効果は認め

られなかった。一方で，政府への信頼に対して政治

的集合効力感の正の効果が有意となり，内集団実体

性認知ど政治的集合効力感どの正の相関関係が認め

られた。 これらの点は予測に一致するものであっ

た。

居住地域別の差異 としては以下の結果が得ら れ

た。 まず，内集団実体性認知ど政治的集合効力感の

相関は，原子力発電所の立地地域の値がその他の地

域よりも高かった。 この相違の背景にはさまざまの

要因が交絡している可能性があり，解釈は困難であ

る。lつの可能性として，原子力発電所の立地とい

う条件が内集団実体性認知ど政治的集合効力感どの

関連に影響を与えることが考えられる。 この観点に

立つならば，立地地域において市民同士の関係性に

強い結びつ主を認知する人ほど政治的な発言や意思

決定に影響を及ぼす機会や経験が多いという背景が

想定される。 しかしながら本研究では，発言機会や

対話集会への参加どいった行動指標を備えておらず

実証できないうえ，測定された政治的集合効力感は

原子力政策に限定された項目ではなかったため， _c 
述のような解釈は可能性の lつとして挙げられるに

とどまる。次に，因子得点の比較では内集団実体性

認知において，非大都市圏~ Iö立地県が大都市固なら

びに立地道県よりも高いという有意差が示された。

この結果については，伝統的地域生活の存続どいっ

た潜在的要因が大都市圏ど非大都市圏非立地県どの

相違を生むと同時に， 立地地域では原子力発電に関

する利害や態度の不一致が住民同士の関係性の降客

になりうるとの解釈が可能で、ある。ただしそのよう

な解釈もまた，本研究が先験的に検証したものとは

いえないため，以上の地域差をもたらす要因につい

て本研究では実証的に特定することができず，課題

どして残される。 また測定上の課題どして，政治的

集合効力感の尺度の信頼性が十分に得られず改善の

余地がある。尺度の信頼性や妥当性についてもより

精度を高めて今後の検証を重ねることが望まれよ

o
 

，「ノ

最後に最重要の課題として，本研究は福島第一原

子力発電所の事故前である 2008年H寺点での調査に

基づくために，結果の一般化にはおのずど限界があ

ることが挙げられる。福島の事故後，原子力発電に

対する態度は賛成・容認が過半数の状況から反対が

過半数の状況へと転じ，国内のすべての原子力発電

所が稼働を停止する状況どなった。原子力発電とそ

の政策に対する態度は居住地域にかかわらず大きく

異なっていると考えられる。本研究の一般化ど妥当

性について，継続的な調査による比iji交や，あるいは

原子力発電以外の政治的信頼を対象と したモデ、lレの

検討も行うことで，さらに知見を蓄積 していく必要

がある。
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付録 多母集団同時分析による因子得点の平均の比ili交

~ Iô大都市圏非立地県 立地道県
基準どした集団 | 因 子

推定値標準誤差 検定統計量 z 推定値 標準誤差 検定統計量 z

大都市圏 内集団実体性認知l 0.21 0.05 4.54*** 0.04 0，05 0.92 

政治的集合効力感 0.04 0.04 0，84 0.02 0，04 0.56 

政府への信頼 0.05 0.03 1.43 0.05 0，03 1.42 

非大都市圏 内集団実体性認知 0，17 0，05 3.30*ポ*

非立地県 政治的集合効力感 0，06 0.04 1.41 

政府への信頼 0，00 0，04 0，03 

1)1:基準集団の因子得点を 0どした比較。料*p<，OOI 
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